
施策名：
施策番号： -

１　基本情報 ３　主要事業一覧 ４　参考グラフ

1
2
3

２　目標指標 4
5

1
2
3
4
5

1
2
3
4
5

５　担当局評価 ６　評価結果

③≪マッチングの推進（民生児童委員の確保）≫
民生児童委員の担い手確保に向け、引き続き、PTA連合会へのPRを実施した
ほか、居住要件の一部緩和に伴う本市の運用の検討を行った。
また、欠員地域を代行している民生児童委員の負担軽減に向け、尼崎市民生
児童委員協議会連合会で実施したアンケート結果も踏まえ、行政からの依頼に
基づく状況確認事務の見直しを行った。

これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(令和7年度実施内容を記載) 令和8年度の取組

592 554 702
令和6年度　主要事業名

C
「むすぶ」とボランティアセンターにお
ける地域福祉活動へのマッチング数

↑ 315 件 396 315 348

主担当局 福祉局

施策名 05 地域福祉 展開方向 01
「ささえあい」をはぐくむ人づくり・多様な主体の参画と協働によ
る地域づくり

③民生児童委員の一斉改選において、充足率が更に低下し
ているため、担い手の確保の取組を更に進めていく必要があ
る。

②≪マッチングの推進・地域福祉活動情報の提供の充実≫
市社協では、ボランティアセンターと各地区むすぶグループのボランティア情報
をネットワークで共有する運用体制を構築し、マッチング機能を強化した。また、
「支え合いを育む人づくり支援事業」の活動支援により、新たに高校生が子ども
食堂において、その意義を理解した上で、音楽を通じて地域の子どもと多世代と
が交流する取組を行った。加えて、親子向け防災イベントの実施など、15校21
グループの学生等による市民活動団体と協働した地域貢献活動が行われた。

②マッチングの推進には、連携と情報共有が必要である。
また、見守り活動や独居高齢者等への生活援助など、地域
住民が必要とする活動の立ち上げや継続には、引き続き、多
様な世代の参画の促進が必要となる。

④≪多様な主体による協働の取組の推進≫
6地区の地域福祉ネットワーク会議で、地域住民や事業所、福祉専門職等が参
画して地域課題の協議が行われ、大庄地区では、誰でも参加できる「役割のあ
る居場所づくり」を企画し、大庄北生涯学習プラザで試行的に開催した。また、6
地区合同の地域福祉ネットワーク連絡会で、民間事業者と協働した地域づくり事
例を共有するなど、地域づくりの新たな担い手の発掘に向けた協議を行った。

④地域福祉ネットワーク会議において、様々な分野の専門職
等の参画は進んでいるが、高齢者分野の地域課題を中心と
した検討が多いため、様々な分野の地域課題を検討する必
要がある。

評価と取組方針
成　果 課　題

【福祉学習の推進】 （目標指標A・B）

①≪多様な手法による学びの推進・学びの情報発信の充実≫
尼崎市社会福祉協議会（市社協）のボランティアセンターでは、子どもの段階か
らの福祉学習の推進に向けて、学校向け福祉学習の助成制度を創設し、ボラン
ティア体験講座の実施（9校、13回）や、小学校・町会・地域振興センターと連
携した親子向け講座、中学校のボランティア部と協働した小学生向けボランティ
ア体験講座、多様な世代を対象とした催事場でのボランティア体験講座等を実
施した。また、福祉活動についてInstagramでの情報発信に重点的に取り組んだ
ことにより掲載数が増加し、フォロワー数の増加につながった。
市が支援団体や教育機関等との連携により、「防災」をテーマに様々な世代に
向けた参加型事業を実施し、災害への備えを自分事として捉え、世代や立場を
超えた交流を通じ、互いを深め合い、防災や共助の意識醸成を図った。

①地域における支え合いの意識醸成を引き続き図るととも
に、次世代の担い手を育成するため、子どもの段階から福祉
に対する理解や関心を深めるための福祉学習が必要であ
る。
また、様々な世代に向けた参加型事業を実施し、より多くの
市民が身近な地域で、福祉課題を学ぶ機会を創出する必要
がある。

（目的）市民が”生きづらさ”の背景にある多様な福祉課題の学びを通して「ささえあい」の意識を醸成するため、様々な手法における学びの場
づくりや情報発信を進める。

【福祉学習の推進】
①引き続き、市社協のボランティアセンターの運営支援を行い、子どもの段階から
の福祉学習の推進に軸足を置きながら、多様な世代に向けた福祉学習の推進、情
報発信に取り組む。
身近な地域で、様々な団体と連携し、参加型事業の実施を継続することで、地域
住民が日頃の地域づくり活動の中で互いに学び合い・支え合い・つながる大切さの
重要性を理解し、日常生活で実践できる取組につなげていく。

【地域福祉活動の担い手の発掘・育成・支援】
②引き続き、市社協のボランティアセンターを中心とした連携体制の強化のための
支援を行う。
学生の活動を広げるために、市外の学校に市内で地域福祉活動を実施している団
体とのマッチングを働きかけるとともに、地域振興センターや市社協と連携し、学生
と地域福祉活動団体との協働が進むよう支援する。
③民生児童委員の担い手確保に向けて、市社協や地域振興センターと連携し、各
地域の実態にあわせた取組を検討・実施する。また、尼崎市民生児童委員協議会
連合会と連携し、ICTの活用を含めた活動しやすい環境づくりの検討を行う。

【地域の福祉課題の解決に向けた地域住民・支援機関等による地域を支えるネッ
トワークづくり】
④引き続き、市社協と連携し、6地区の地域福祉ネットワーク会議に様々な分野の
支援者の参画を進めるとともに、生活上の困難を抱える子どもや障害者への支援
など、世代に囚われない様々な分野の地域課題を検討し、民間事業者など、新た
な担い手等と協働した地域づくりを進める。

【地域特性に合わせた多様な見守り・ささえあいの充実】
⑤連協圏域での訪問型見守り活動の未実施地区については、見守り支え合いの実
態を把握し、各地区の状況に応じて、住民負担の少ない見守り活動の実施につい
て検討するとともに、市社協の移行準備事業を活用し、段階的に小規模な取組か
ら活動を定着させ、連協圏域での取組につなげる。加えて、協定・登録事業者と連
携を図り、事業者の見守り活動等への参加を促進し、新たな地域の担い手確保に
向けて取組を進める。

【地域の福祉課題の解決に向けた地域住民・支援機関等による地域を支えるネットワークづくり】 （目標指標A・D）

（目的）市民が地域でささえあう活動に気軽に参加したり、取り組みやすいよう、必要な情報の提供を行うとともに、活動を希望する市民と市民
活動団体とのマッチングを推進する。

【地域福祉活動の担い手の発掘・育成・支援】 （目標指標A・B・C）

・市社協のボランティアセンターによるこれま
での福祉学習の取組について参加者の意識
醸成や効果等を振り返るとともに、引き続き多
様な世代に向けた取組を推進することで「ささ
えあい」を育む人づくりにつなげる。

・引き続き、地域住民に対して見守り活動等
への参加促進を図るとともに、新たな地域の
担い手を確保するため、民間事業者等へ働
きかけを行うなど協働による地域づくりを進め
る。

主要事業の提案につながる項目

（目的）支援を必要とする、していないにかかわらず、誰もが孤立することなく、地域の「つながり」の中で安全・安心に暮らし続けるために、地域
住民や福祉事業者が地域課題を共有し、解決に向けて話し合うためのネットワークの構築に取り組む。

（目的）誰もが地域で安全・安心に暮らし続けるために、多様な見守り・ささえあいの活動を推進する。
⑤≪多様な見守り・支えあいの推進≫社会福祉連絡協議会（連協）圏域では新
たな訪問型見守り活動の立ち上げに向け、関心を持つ地域団体と地域課題や
相互支援の必要性を共有し、市社協の実施する見守りささえあい活動への移行
準備事業の活用促進を行った。また、民間事業者との協定・登録制度では、新
たに協定（1社）と登録（3社）を行うとともに、関係部局と連携し、協定締結事業
者に対して地域の防災訓練への参画を促すなど顔の見える関係づくりを進める
ことで地域の担い手確保に向けた支え合いの意識醸成を図った。

⑤連協圏域において、訪問型見守り活動の実施を働きかけ
た地区の中には、他の見守り活動の実施や担い手不足を理
由に立ち上げに至らない地区もあった。このため地域の多様
な見守りに関する既存の活動の実態把握を行い、住民負担
の少ない活動の立ち上げの検討や地域住民以外の多様な
主体の参画を検討する必要がある。

【地域特性に合わせた多様な見守り・ささえあいの充実】 （目標指標A・E）

50 50 49 49

方向

E 要支援者等見守り活動地域数 ↑ 49 団体 75 49

1,224 1,128 1,458 1,404 1,561 1,393D
地域において地域福祉活動を実施し
ている団体数

↑ 1,128 団体

A
困りごとを抱えている人を「ほっとかな
い」と考えている人の割合

↑ 56.5 ％ 70.0 56.5 59.5

R7
指　標　名

基準値
（R3）

目標値
（R9）

実績値

17 19 19 2133グループ

令和7年度　主要事業名

令和8年度　施策評価表（令和7年度決算評価）
地域福祉
05 01

R3 R4 R5 R6

令和8年度　主要事業名

60.7 61.4 59.1

B
「支え合いを育む人づくり支援事業」利
用グループ数

↑ 16 16

45.0%

56.5%

59.5% 60.7%
61.4%

59.1%

70.0%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

困りごとを抱えている人を「ほっとかない」と考えている人の割合

基準値 目標値

R9年度までに70.0％を目指す

※R2年度から集計
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令和8年度　施策評価表（令和7年度決算評価）
地域福祉
05 02

R3 R4 R5 R6

令和8年度　主要事業名
オンライン居場所づくり（ひきこもり等支援事業）

民生児童委員19.8
保護司39.5

相談支援機関11.1

民生児童委員23.1
保護司37.5

相談支援機関5.9

民生児童委員36.2
保護司28.2

相談支援機関5.3

「あまつなぎ」の多世代対応に向けた拡充（重層的支援推進事業） 

 コミュニティファームにおける居場所づくり（重層的支援推進事業） 

B 支援会議におけるケース検討数 ↑ 14 件 14 51 48 45 3960
 生活困窮者に対する住まい支援の強化（生活困窮者自立相談支援事業　等） 

 あまがさきし地域福祉計画の策定（地域福祉計画改定事業） 

A
「スムーズに支援の連携ができてい
る」と考えている支援関係者等の割合

↑
民生児童委員31.5

保護司24.2
相談支援機関7.7

％ 50.0 ―
民生児童委員25.4

保護司39.3
相談支援機関5.9

R7 令和7年度　主要事業名
指　標　名

基準値
（R3）

目標値
（R9）

実績値
方向

E

100 6.1 69.2 100 50.0 52.0D
市長申立案件における受任調整の実
施割合

↑ 6.1 ％ 1
（仮称）重層的支援システムの導入（重層的支援推進事
業、障害者福祉総合システム等運用事業）

【権利擁護に関する支援】 （目標指標C・D）
（目的）成年後見に係る相談、対応、支援までを一体的に行うとともに市民後見人の養成等の実施により、高齢者・障害者の権利擁護を図る。

地域居住支援事業の実施（重層的支援推進事業）

生活困窮者に対する家計改善支援の実施（家計改善支援事業）

②支援会議の対象ケースの整理を行ったことでケース検討
数は減少したものの、支援関係機関の知識・視点だけでは対
応困難な複雑・複合化した課題について、外部専門家からの
専門的知識や客観的かつ多角的な視点を補完することで、
解決に向けた支援方策等の検討をしていく必要がある。

③≪うけとめ・つなげる相談支援の推進（就労・ひきこもり等支援）≫
「ひきこもり等支援事業」では、74世帯81人に対してアウトリーチを実施し、当事
者の居場所（22回延べ142人参加）や家族交流会（6回延べ56人参加）を開催
したほか、支援のネットワークづくりを進めるため、市内でひきこもり支援に携わる
関係機関が参画するネットワーク会議を2回開催し、学識経験者の指導を交え、
連携や対応力強化に努めた。また、保健福祉センターでは、就労可能な方を対
象にハローワーク等と連携した支援を実施した（就労者26％）。

③支援対象者の早期把握に向け、引き続き広報等で相談窓
口の周知を図るとともに、対面型支援のみでは支援が届きに
くい対象者に対して新たな支援手法の導入が必要である。ま
た、アウトリーチ支援対象者数が想定数を上回っていることか
ら、支援体制の強化が課題である。加えて、社会への参加に
つながる社会資源の開拓も必要である。

④≪相談支援を担う人材の育成≫
民生児童委員に対しては、関係機関との円滑な連携を図るため、一斉改選に
伴う新任研修を実施するとともに、就労中の委員等が円滑に研修を受講できる
よう、動画配信等の環境づくりに取り組んだ（研修回数70回）。また、困難女性
法に基づく女性相談支援員に対しては、バーンアウト防止や支援スキル向上の
ため、弁護士や臨床心理士による支援員への助言等（会議、個別対応）を実施
（計18回）するとともに、DV関連機関による実務者会や庁内関係職員等の交流
会等での事例共有により、業務理解を深め、顔の見える関係づくりを図った。

（目的）各分野の相談支援機関が連携して困りごとを受け止め、様々な施策や地域でのささえあいの取組による支援を一体的に提供すること
で、困りごとを抱えた方に寄り添い、つながり続ける包括的な相談支援を推進する。
①≪うけとめ・つなげる相談支援の推進≫
課題を抱えた世帯の早期把握と包括的な支援の推進に向け、市営住宅家賃の
長期滞納者に対して、福祉的支援の必要性を把握するためのアウトリーチを実
施したほか、53の関係部・課長で構成する重層的支援推進会議を4回開催し、
事例検討等による連携意識の醸成を図るとともに、関係部局や地域の支援者・
福祉事業者等に対し、支援者向けの不当要求に関する対策や、再犯防止を目
的とした研修等を33回行った。また、「コミュニティファームにおける居場所づくり
事業」によるひきこもり状態や孤立する外国籍住民等が参加できる就農体験等
の居場所づくりや、「尼崎市医療・介護連携支援センター『あまつなぎ』」による既
存の制度の対象となりにくい方に対する医療と福祉の連携したアウトリーチ等を
実施するとともに、住まいに関する包括的な相談支援機能を強化し、「住まい相
談支援事業」で88件の相談に対応した。

これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(令和7年度実施内容を記載) 令和8年度の取組
【複雑・複合化した課題を受け止めるための包括的・総合的な相談支援の充実】
①重層的支援推進会議等を通じて庁内外の関係機関に対して、事例検討等を通
じた意見交換や支援会議を通じて多機関連携による支援策を検討し、早期把握と
包括的な支援に向けた連携意識の醸成を図る。
また、「コミュニティファーム」や「尼崎市医療・介護連携支援センター『あまつな
ぎ』」等の活用については、積極的な事業周知等を行うとともに、各事業との関連性
が高い関係機関に対して、活用事例を共有し、利用促進につなげる。
加えて、不動産団体等との連携に向けた手法の検討を行うとともに、令和9年度の
生活困窮者自立支援システムの更新に向けて相談員の負担を軽減し業務効率化
を図るため、生成AIの活用の検討を進める。
②複雑・複合化した課題の解決に向けて、保健福祉センター内での支援状況の情
報を共有するとともに、各制度における支援に関する会議体と支援会議の活用方
法を検討し、迅速な連携により支援を推進する。また、外部の専門家から専門的見
地に基づく助言や客観的かつ多角的な意見を得ることで、更なる包括的な相談支
援の充実を図る。
③対象者の早期把握に向け、ホームページや市報、啓発講座、各種会議等を通し
て様々な支援関係者に相談窓口や対応方法を周知するとともに、当事者が支援に
つながりやすい環境整備として、オンライン居場所を実施する。また、支援対象者の
増加を踏まえ、支援の在り方を検討する。加えて、多様な支援機関等と連携し、社
会資源の充実を図る。
④引き続き、民生児童委員や関係機関等が研修を受講しやすい環境づくりに取り
組む。また、DV被害者等を早期支援につなぐため、庁内外連携会議等の機会を活
用し、連携強化に継続して取り組む。

主要事業の提案につながる項目

主担当局 福祉局

施策名 05 地域福祉 展開方向 02 誰もが安心できるくらしを支える基盤づくり

・全ての高齢者等が将来にわたり不安なく暮
らし続けることができるよう、国の法改正による
新制度の動向等を注視しつつ、仕組みの構
築に向けた検討を進める。

・市民後見人の養成を継続するとともに、法
人後見を検討する事業所への支援を行うな
ど、制度全体の安定的な運用を図る。

・増加する複雑・複合化した支援ニーズ等に
対応するため、DXの推進などによって日常業
務の効率化を進めることで職員の負担軽減を
図り、さまざまな研修の実施や有識者会議か
らの助言等を通じて、福祉分野に従事する職
員の専門性や対応力の向上に取り組む。

⑤≪成年後見制度の利用促進≫
市長申立事務や報酬助成の審査に係る職員体制を充実させ、市長申立て案
件の更なる事務処理方法の見直しにより、申立件数を昨年度（22件）以上の25
件に伸ばした。また、報酬助成制度の事務処理においては、引き続き事務処理
を迅速に行うことで、後見人等から「制度が利用しやすく、新たな受任もしやす
い」といった声が寄せられている。加えて、後見制度利用者の増加に備えた担い
手確保の取組として、市民後見人の養成に加え、法人後見に関心を示す法人
との協議や出前講座の実施、県内法人後見実施2法人への視察、意見交換を
実施するなど法人後見実現に向けた取組を進めた。

⑤受任調整件数が増加する一方で、後見制度の決定までに
時間がかかると考えている事業者の割合が増加しているた
め、引き続き、制度利用までの期間短縮に向けた検討や各
専門職団体との更なる連携・協議、法人後見の検討、市民
後見人の活躍の機会の確保を通じて、持続可能な受任調整
を進めていく必要がある。また、国が予定している民法改正に
よる「成年後見制度見直し」や社会福祉法改正による身寄り
のない高齢者等の課題に対応する取組を含めた日常生活自
立支援事業（新日自事業（仮称））への対応が必要である。

61.1 58.8 84.2
令和6年度　主要事業名

C
成年後見制度の決定までに時間がか
かると考えている福祉事業者の割合

↓ 61.5 ％ 31.0 ― 88.2

評価と取組方針
成　果 課　題

【複雑・複合化した課題を受け止めるための包括的・総合的な相談支援の充実】 （目標指標A・B）

④就労中の民生児童委員が増加していることから、研修を受
講しやすい環境づくりについて継続的に取り組む必要がある。
また、困難な問題を抱える女性やDV被害者等を早期支援に
つなぐためにも、関係窓口職員の支援スキル向上等を継続し
て取り組む必要がある。

【複雑・複合化した課題を受け止めるための包括的・総合的な相談支援の充実】
①誰一人取り残さない地域共生社会を目指すために、相談員の業務効率化が図
れるよう、生活困窮者自立支援システムの更新に際して、生成AIを活用した相談
支援システム等の導入を検討する。

【権利擁護に関する支援】
⑤年々増加する成年後見制度利用ニーズへの対応のための体制の確保、また、
国が予定している民法改正による「成年後見制度見直し」や社会福祉法改正によ
る「新日自事業（仮称）」については、尼崎市社会福祉協議会等と連携を図り、事業
を適切かつ円滑に実施できるよう、検討を進める。

①課題の深刻化を防止するためには、対象者の早期把握及
び支援策の検討に際し、多機関連携の必要性等について、
様々な支援機関団体等に対して継続的に意識醸成を図ると
ともに、「コミュニティファームにおける居場所づくり事業」や
「尼崎市医療・介護連携支援センター『あまつなぎ』」をはじめ
とする各事業等の更なる活用促進に取り組む必要がある。
加えて、相談支援を円滑に進めるため、住まい相談支援にお
いて不動産団体や福祉団体と具体的に連携できる仕組みづ
くりを進めるほか、保健福祉センター等の各相談窓口職員の
業務負担の軽減を図り、相談支援に注力できる環境整備が
必要である。

②≪うけとめ・つなげる相談支援の推進（支援会議）≫
様々な支援機関や支援者が参画し、多角的な視点でアセスメントを行い、支援
方策を協議する支援会議を39回開催し、住宅部局や動物愛護センター、教育
機関、保護観察所等の多様な支援者の参画を得て支援の検討を行った。ま
た、重層的支援システムの活用により個人情報を安全に共有し、会議開催事務
の効率化を図ることで、職員の負担軽減等とともに、迅速な連携による支援の推
進を図った。
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「スムーズに支援の連携ができている」と考えている

支援関係者等の割合

民生児童委員 保護司 相談支援機関

基準値 目標値

各々の対象者について

R9年度までに50.0％を目指す


